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１．市 勢                                                                                          

 

１． 沿革  

古くは、旧石器時代にすでに人々のなりわいがあり、丘陵地帯などに生活の跡がうかがえる遺

跡が残っている。 

平安時代に入り、弘法大師により高野山が開かれ真言密教が確立された頃、河合寺や金剛寺、

観心寺などの名刹が興隆をみせ、高野街道が開かれてからは、街道筋にあたる河内長野は、交通・

経済の要衝として栄えた。 

鎌倉時代以降の中世に入ると、江戸時代の特産品となった薪炭業の基礎がつくられ、この木炭

を燃料として、また高野街道を販路として鋳物業も営まれるようになった。現在の地場産業であ

る可鍛鋳鉄の基礎がつくられた。 

 南北朝時代には、楠木正成や金剛寺、観心寺が南朝方につき、河内長野は南朝方の拠点となっ

た。また、一時期、金剛寺は南朝・北朝の天皇の行在所となり、政治的にも重要な位置を占めた。 

 江戸時代に入り、杉・檜を中心とした人工造林が行われ、杉・檜の混合造林による集約施業を

特徴とした河内林業が発展した。現在、市域の約 70％を占める豊かな緑の多くは人工林である。

また、山間地では薪炭業が盛んとなり特に滝畑地区の白炭は「滝畑炭」と呼ばれ茶席用に珍重さ

れた。農業生産も活発になり、寺ケ池などのため池が築造され、新田開発が進められた。（寺ケ池・

寺ケ池水路は、令和３年世界かんがい施設遺産に登録された） 

 明治以降は、（現）南海高野線及び（現）近鉄長野線の両鉄道が開通し、早くから大阪都市圏と

のつながりを強め、駅周辺で市街化が進んだ。同時に、近郊レクリエーション地として人々が気

軽に訪れるまちになった。 

 昭和２９年４月、１町５村が合併し市制を施行、大阪府内で１８番目の市として人口約３万人

の河内長野市が誕生した。その後、二度の財政再建を経て自主財源の確保に努め、昭和４０年代

以降は高度経済成長を背景に自然環境に恵まれた大阪都市圏のベッドタウンとして、民間による

戸建を中心とした住宅団地の開発を進めた結果、住宅都市へと変貌した。 

 現在、本市を取り巻く環境は景気低迷による財政状況の悪化、少子高齢化の進行による人口の

減少、環境問題など厳しいものがあるが、第６次総合計画を指針として、「ふだんを生きる、じぶ

んが活きる。知るほど暮らすほど『好き。』が深まる千年都市。」を基本構想として掲げてまちづ

くりを進めている。 

 

２．位置 

 河内長野市は大阪都心から南へ約３０㎞圏にあり、大阪府の南東端に位置している。北は大阪

狭山市・富田林市、西は堺市・和泉市、さらに、東は奈良県五條市、南は和歌山県橋本市に接し

ている。 

 市域面積は１０９.６３ｋ㎡で東西１６.３㎞、南北１５.８㎞で、北を頂点とした正三角形に近

い形状をしている。 

        東経 １３５度３４分 ・ 北緯 ３４度２７分 

 

３．地勢 

  市域の南部と東部は金剛山地、和泉山脈が広がり、北部には大和川の支流である石川の河岸段

丘を中心とした平坦地が広がり市街地を形成している。南部・東部の山間地を源流として石見川・

天見川・加賀田川・石川・西除川が北に流れ、５つの谷を形成し、中央部から北部では赤峰丘陵

を境にして西除川と石川が平坦部を北へ流れている。 
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４．市の木・市の花・シンボルキャラクター、 

 市の木「くすのき」   市の花「きく」 

 シンボルキャラクター「モックル」 

※モックルは、市の木「くすのき」と市の資源である「緑」をモチーフに擬人化したもの 

 

５．姉妹都市の提携  

 アメリカ合衆国インディアナ州カーメル市 

 

 

 ２．市政の概要                                                  

 

１．市制施行   昭和２９年４月１日（1町5か村合併） 

 

２． 人口・世帯数（外国人住民含む） 

（令和8年3月末日現在） 

総 人 口 ９６，０３９人 

男 ４５，０９１人 

女 ５０，９４８人 

総世帯数 ４７,４８１世帯 

  

３．面積  １０９.６３㎢（令和8年4月1日現在） 

東西１６.３㎞・南北１５.８㎞ 

 

４．土地利用 

地目別面積（令和7年１月１日現在） 

種別 面  積 

田 ３，７８６，７１３㎡ 

畑 １，２８８，５５３㎡ 

宅地 ９，３９０，４３６㎡ 

山林 ６，５３６，５６５㎡ 

原野 ２５３，０１５㎡ 

雑種地 １，５５０，０３２㎡ 

※法定免税点以上のもの 

 

都市計画（令和8年4月１日現在）       

都市計画区域（市域全域） １０９.６３㎢ (100%)   

市街化区域  １５.６５㎢ ( 14%) 

市街化調整区域  ９３.９８㎢ ( 86%) 

  

５．産業別人口 

（令和2年国勢調査） 

第１次産業 ４６５人 １.１％     

第２次産業 ８,０２７人 １９.４％     

第３次産業 ３１,１８０人 ７５.５％     

分類不能 １,６５６人 ４.０％    

総  数 ４１,３２８人 １００.０％   
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６．人口推移                         

                                  （各年3月末現在） 

 

年 次 

 

人 口 

    （人） 

       

世帯数    

  （世帯） 

１世帯当

たり人員    

 （人） 

      

増減人口 

  （人） 

人口  

指数 

昭和２９年 ３１,０５２ ６,５０３ ４.８ ― １００ 

  ３９年 ３８,２５１ ８,８０６ ４.３ ７,１９９ １２３ 

  ４９年 ６２,３２０ １７,５６０ ３.６ ２４,０６９ ２００ 

  ５９年 ８９,０７３ ２５,７２６ ３.５ ２４,２２２ ２８７ 

平成 ６年 １１６,４０２ ３６,７９８ ３.２ ２６,７５３ ３７５ 

  １６年 １２１,５３８ ４４,３００ ２.８   ５,１３６ ３９１ 

  ２６年 １１１,６８３ ４７,２５９ ２.４  △９,８５５ ３６０ 

令和 ６年 ９８,７８６ ４７,５７１ ２.１ △１２,８９７ ３１８ 

令和 ８年 ９６,０３９ ４７,４８１ ２.０ △２，７４７ ３０９ 

   ※人口のピークは、平成12年2月 123,617人 

 

７．職員数・給与（令和8年4月1日現在） 

○職員数  

  定数（人） 現員数（人） 

議会の事務部局 ８ ６ 

市長の事務部局 ４８７ ４３９ 

上下水道事業の事務部局 ８８ ４１ 

教育委員会の事務部局 ７３ ６８ 

選挙管理委員会の事務部局 ４ ４ 

監査委員の事務部局 ２ ２ 

農業委員会の事務部局 ３ ２ 

固定資産評価審査委員会の事務部局 １ １ 

合計 ６６６ ５６３ 

  

○職員給与   

初任給の状況 
（令和8年4月1日現在） 

高校卒 ２１３，１００円 

短大卒 ２２５，６００円 

大学卒 ２３７，６００円 

平均給料月額（令和8年4月1日現在） ３３８，６７９円 

平均年齢（令和8年4月1日現在） ４３歳５月 

 

 

ラスパイレス指数 

(各年4月1日現在） 

 

 令和02年     99.2 

令和03年   97.5 

令和04年   96.4 

令和05年   95.5 

令和06年   95.2 

令和07年   96.8 

       

８．財政状況 

 自主財源（一般会計予算） 令和８年度 18,731,787千円（38.1％） 

普

通

会

計 

財政力指数（決算） 令和７年度   0.557 令和６年度   0.566 

経常収支比率（決算） 令和７年度   95.8％ 令和６年度   95.9％ 

実質公債費比率（決算） 令和７年度     2.4％ 令和６年度     2.3％ 

実質収支額（決算） 令和７年度 247,578千円 令和６年度 206,273千円 
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 ３．令和８年度予算                                                  

１． 会計別予算  

                       年 度 

 

  会 計 

令和８年度 

当初予算額 

① 千円 

令和７年度 

当初予算額 

② 千円 

増減額 

①－② 

③ 千円 

増減率 

③／② 

％ 

一般会計 49,228,000 44,425,000 4,803,000 10.8 

国民健康保険事業勘定特別会計 11,369,033 11,739,311 △ 370,278 △ 3.2 

土地取得特別会計 117,354 117,684 △ 330 △ 0.3 

部落有財産特別会計 28,673  800  27,873 3,484.1 

介護保険特別会計 13,397,579 13,331,607 65,972 0.5 

後期高齢者医療特別会計 3,394,117 2,898,368 495,749 17.1 

産業用地整備事業特別会計予算 2,839,280 0 2,839,280 0.0 

水道事業会計 4,632,785 3,793,416 839,369 22.1 

下水道事業会計 6,706,096 6,101,734 604,362 9.9 

  合  計 91,712,917 82,407,920 9,304,997 11.3 

内 訳 
一般会計 49,228,000 44,425,000 4,803,000 10.8 

特別会計 42,484,917 37,982,920 4,501,997 11.9 

   

２．一般会計予算 

＜歳入＞ 

      款 

令和８年度 

当初予算額 

① 千円 

構成比 

％ 

令和７年度 

当初予算額 

② 千円 

増減額 

①―② 

③千円  

増減率 

③／② 

％ 

１市税 11,848,358  24.1 11,867,550  △ 19,192 △ 0.2 

２地方譲与税 262,900  0.5 267,500  △ 4,600 △ 1.7 

３利子割交付金 52,900  0.1 65,000  △ 12,100 △ 18.6 

４配当割交付金 163,300  0.3 153,600  9,700 6.3 

５株式等譲渡所得割交付金 220,200  0.5 181,000  39,200 21.7 

６法人事業税交付金 228,700  0.5 217,900  10,800 5.0 

７地方消費税交付金 2,726,100  5.5 2,422,500  303,600 12.5 

８ゴルフ場利用税交付金 21,900  0.1 21,300  600 2.8 

９環境性能割交付金 900  0.0 71,100  △ 70,200 △ 98.7 

10地方特例交付金 159,505  0.3 75,301  84,204 111.8 

11地方交付税 9,242,000  18.8 8,590,000  652,000 7.6 

12交通安全対策特別交付金 12,400  0.0 12,700  △ 300 △ 2.4 

13分担金及び負担金 197,084  0.4 228,285  △ 31,201 △ 13.7 

14使用料及び手数料 672,794  1.4 677,765  △ 4,971 △ 0.7 

15国庫支出金   9,661,441  19.6 9,453,079  208,362 2.2 

16府支出金    4,192,667  8.5 3,731,741  460,926 12.4 

17財産収入    254,867  0.5 285,864  △ 30,997 △ 10.8 

18寄附金       1,000,000  2.0 1,010,000  △ 10,000 △ 1.0 

19繰入金       4,173,580  8.5 1,840,414  2,333,166 126.8 

20繰越金 1,000  0.0 1,000  0 0.0 

21諸収入 584,104  1.2 491,801  92,303 18.8 

22市債      3,551,300  7.2 2,759,600  791,700 28.7 

歳入合計  49,228,000  100.0 44,425,000  4,803,000 10.8 
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＜歳出＞ 

款 

令和８年度 

当初予算額 

① 千円 

構成比 

％ 

令和７年度 

当初予算額 

② 千円 

増減額 

①―② 

③千円  

増減率 

③／② 

％ 

１議会費 294,301 0.6 296,051 △ 1,750 △ 0.6 

２総務費 6,819,687 13.9 5,857,406 962,281 16.4 

３民生費   22,599,145 45.9 21,314,978 1,284,167 6.0 

４衛生費 3,366,571 6.8 3,353,588 12,983 0.4 

５労働費 19,261 0.0 20,148 △ 887 △ 4.4 

６農林業費 523,094 1.1 557,964 △ 34,870 △ 6.2 

７商工費 316,879 0.6 381,729 △ 64,850 △ 17.0 

８土木費 3,426,655 7.0 3,192,949 233,706 7.3 

９消防費 1,992,833 4.0 1,528,227 464,606 30.4 

10教育費 6,771,626 13.8 4,995,691 1,775,935 35.5 

11災害復旧費  43,000 0.1 103,000 △ 60,000 △ 58.3 

12公債費 3,004,948 6.1 2,773,269 231,679 8.4 

13予備費 50,000 0.1 50,000 0 0.0 

歳出合計  49,228,000 100.0 44,425,000 4,803,000 10.8 

 

３．性質別経費（一般会計）  

区   分 

令和８年度 

当初予算額 

① 千円 

構成比 

％ 

令和７年度 

当初予算額 

② 千円 

増減額 

①―② 

③千円  

増減率 

③／② 

％ 

１人件費 6,713,099 13.6  6,160,154 552,945 9.0 

２物件費 6,285,794 12.8  6,717,442 △ 431,648 △ 6.4 

３維持補修費 236,368 0.4  154,437 81,931 53.1 

４扶助費 13,616,933 27.7  12,879,910 737,023 5.7 

５補助費等 5,257,872 10.7  4,761,217 496,655 10.4 

６積立金  2,219,462 4.5  1,093,167 1,126,295 103.0 

７投資及び出資金 0 0.0  0 0 ‐ 

８貸付金 139,124 0.3  106,707 32,417 30.4 

９繰出金   5,478,480 11.1  5,326,089 152,391 2.9 

10公債費 3,004,948 6.1  2,773,259 231,689 8.4 

内訳 
元利償還金            3,001,948 6.1  2,770,259 231,689 8.4 

一時借入金 3,000 0.0  3,000 0 0.0 

11予備費       50,000 0.1  50,000 0 0.0 

小 計 43,002,080 87.3  40,022,382 2,979,698 7.4 

12建設事業費 6,225,920 12.7  4,402,618 1,823,302 41.4 

内訳 
普通建設 6,182,920 12.6  4,299,618 1,883,302 43.8 

災害復旧 43,000 0.1  103,000 △ 60,000 △ 58.3 

合 計 49,228,000 100.0  44,425,000 4,803,000 10.8 
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 ４． 議 会                                                                                        

 

１．議会の構成［第19期   任期：令和8年4月29日～令和12年4月28日］ 

  条例定数 １８人（平成22年4月25日執行の一般選挙から適用） 

  現員数  １８人 

                            （令和8年4月29日現在） 

政 党 別 会   派   別 

日本共産党   ３人 日本共産党              ３人 

公明党     ４人 公明党                ４人 

自由民主党   ２人 自民党・無所属議員の会        ４人 

大阪維新の会  ３人 大阪維新の会             ３人 

参政党     １人 会派に所属しない議員         ４人 

国民民主党   １人  

無所属     ４人  

 

２．当選回数別及び年齢別議員数 

（令和8年4月29日現在） 

 当選回数別議員数 年 齢 別 議 員 数 

８回 ２人 30歳～39歳 １人 

７回 １人 40歳～49歳 ３人 

６回 ２人 50歳～59歳 ９人 

５回 ０人 60歳～69歳 ４人 

４回 １人 70歳～79歳 １人 

３回 ２人   

２回 ３人   

１回 ７人   

 

３． 委員会 

委 員 会 名 定数 所  管  事  項 任期 

総務福祉教育常任

委員会 
９人 

総務経営局、こどもの未来とウェルビーイング推進局、教

育委員会、会計課、選挙管理委員会、監査委員、公平委員

会、固定資産評価審査委員会の所管に属する事項及び他の

常任委員会に属さない事項 

２年 

都市環境・経済  

常 任 委 員 会 
９人 

都市環境安全局、成長戦略局、農業委員会の所管

に属する事項 
２年 

予算常任委員会 ８人 一般会計及び特別会計の予算に関する事項 １年 

決算常任委員会 ８人 一般会計及び特別会計の決算に関する事項 １年 

※令和７年６月２３日委員会条例の改正に伴い、５常任委員会から４常任委員会へ変更となった。 

 

４．議会運営委員会 

○河内長野市議会委員会条例（平成25年2月28日制定）により設置 

○定数 ４人 （令和4年5月18日から） 

○所管事項  地方自治法第109条第3項に掲げる事項 

○任期 ２年 
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○委員の選出基準（申し合わせによる） 

 

 

会派所属議員数 委員数 

２～５人の会派 

６～10人の会派 

11人以上の会派 

１人 

２人 

３人 

  

  ５．議会運営                                       

１．本会議 

（1）議会日程  

議会運営委員会  招集告示日 

本会議 第１日 開会・提案説明 

翌翌日 一般質問通告締切（正午） 

第２日 一般質問 

第３日 一般質問・議案の委員会付託 

委員会 付託議案の審査 

本会議 第４日 委員長報告・ 討論・ 採決・閉会 

 

（2）一般質問 

質問形態   代表質問（3･9月定例会）・個人質問（毎定例会） 

通告の方法 文書による通告制 

時間の制限（質

問時間） 

代表質問  20分＋5分×会派所属議員数 

個人質問  15分 

質問順序 
個人質問はその都度抽選。代表質問は選挙後、初議会におい

て順序を決定し、その後、順次繰り上げる。                     

   ※平成21年6月定例会から一問一答方式を採用 

 

（3）理事者等の出席 

     市長部局：本会議場には特別職、部長級以上  

       

（4）会議録 

     配布日：次回定例会の議会運営委員会の開催日までに配布 

     配布先：議会図書室・図書館・情報コーナー・公民館・コミュニティセンターに配布。そ

の後、市ホームページに掲載 

 

（5）手話通訳 

   平成３年９月定例会から実施 

 

（6）テレビ放映 

     モニターテレビにより理事者控室（委員会室）へ放映（昭和63年6月定例会から） 

また、庁舎１階市民サロンに放映（平成12年12月定例会から） 

 

（7）インターネット録画中継等 

   平成１８年１２月定例会から実施 
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   庁内ＬＡＮを活用した本会議生中継は、平成１８年９月定例会から実施 

 

 

２．委員会 

（1）運営 

審査方法 案件の宣言 → 議案説明 → 質疑 → 討論 → 採決 

説明資料 必要に応じ理事者が用意。委員長を通じて請求 

委員外議員の発言 申し出により委員会に諮って決定 

事務局職員 事務局長･議事担当者 

委員長報告 
経過及び結果のみを報告 

審査報告書を議長に提出し、写しを最終日に配布      

 

（2）理事者等の出席 

副市長、教育長、委員会所管の部長級以上、審査議案に関係する課長級以上  

 

（3）会議録 

    配布日：次回定例会の議会運営委員会の開催日までに配布 

     配布先：議会図書室・図書館・情報コーナーに配布。その後、市ホームページに掲載 

 

（4）手話通訳 

  平成３年９月定例会から実施 

 

（5）テレビ放映 

  テレビモニターにより理事者控室（全員協議会室）へ放映｡また、庁舎1階市民サロンに放

映（いずれも平成26年9月開催の常任委員会から） 

 

（6）インターネット録画中継等 

   平成２６年１２月開催の常任委員会から実施 

   庁内ＬＡＮを活用した常任委員会生中継は、平成２６年９月から実施 

 

３．議会各役員等の任期  

 正・副議長   １年 

監査委員    １年 

 常任委員会       正・副委員長 １年   委員 ２年 

 予算･決算常任委員会 正・副委員長 １年   委員 １年 

 議会運営委員会     正・副委員長 ２年   委員 ２年 

 

 

 ６．議会運営状況                                                                                                      

１．本会議の開催状況                           （令和７年）                                                                                                    
区  分 会期日数 会議日数 会議時間 代表質問 個人質問 傍聴者 

２月臨時会 １日 １日 ３９分 ― ― ０人 

３月定例会 ２７日 ４日 １５時間３２分 ４人 １０人 ６７人 

６月定例会 ２４日 ５日 １０時間４４分 ― １４人 ６０人 

９月定例会 ２６日 ４日 １３時間５９分 ４人 １０人 ６８人 

１２月定例会 １９日 ４日 １１時間１１分 ― １４人 ７０人 

合  計 ９７日 １８日 ５２時間０５分 ８人 ４８人 ２６５人 
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２．委員会等の開催状況                          （令和７年） 

○委員会等 

区     分 
開  催  日  数 

傍聴者 
会期中 閉会中 会議時間 視察 

議会運営委員会 １１日 ６日 ３時間５７分 ― ― 

総務常任委員会（旧） ４日 ― ２時間１８分 ― １人 

都市環境・経済常任委員会（旧） ３日 ― ３時間０７分 ― ２人 

福祉教育常任委員会（旧） ２日 ― ０時間２４分 ― １人 

総務福祉教育常任委員会 ４日 ― ３時間３０分 ２日 ７人 

都市環境・経済常任委員会 ３日 ― ４時間３９分 ２日 １２人 

予算常任委員会 １３日 ― ２８時間０１分 ― ６人 

決算常任委員会 ４日 ― １６時間１５分 ― ２人 

 

区     分 
開  催  日  数 

会期中 閉会中 会議時間 

各派幹事長会 ８日 １０日 ７時間３８分 

広報委員会 ５日 ８日 ３時間５７分 

 

○協議会 

区      分 
開  催  日  数 

会期中 閉会中 会議時間 

総務常任委員協議会（旧） ― ２日 ２時間５５分 

都市環境・経済常任委員協議会（旧） ― ２日 ２時間４２分 

福祉教育常任委員協議会（旧） ― ２日 １時間３３分 

総務福祉教育常任委員協議会 ― ２日 ３時間４５分 

都市環境・経済常任委員協議会 ― ３日 ５時間３４分 

全員協議会 １日 ２日 ３時間４８分 

特別全員協議会 ― ― ― 

 

○審議状況 

提 出 者 区  分 
審  議  結  果 

可 決 否 決 継続審議 

市   長 

条例 ５３ ― ― 

予算 ３５ ― ― 

決算    ８ ― ― 

専決処分  ５ ― ― 

その他 ３７ ― ― 

議   員 

条例    ３ ２ ― 

規則    ２ ― ― 

予算 ― １ ― 

意見書    １０ ― ― 

決議    １ ― ― 

その他    ５ ― ― 

請   願    ― ― ― 

  ※ 可決には了承・承認・認定等を含む。否決には不採択を含む 
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 ７．議会報（昭和44年８月15日創刊）                                                

 

広報委員会委員  ４人（令和8年4月1日現在） 

発行回数     定例会号：４回（３月・６月・９月・１２月） 

 

発行部数          ４８,２００部（令和8年4月1日現在） 

  

規  格     Ａ４判・コンピューター写植 

          定例会号 １２頁  

          臨時会号  ８頁（改選時に発行） 

  

予  算（令和８年度）  印刷製本費  ４，６６１千円 

               配送委託料   １，５０８千円 

 作成期間     約６０日 

  

配  布     市広報の配布と同時に委託業者により各戸へ配布 

 

○声の市議会だより 平成９年５月から実施。委託により作成・配送 

令和８年度当初の配布希望者は１２人 

 

 ８．報酬等                                                                                                               

  

職 名 
報酬額等 

（円） 
施 行 日 

改正前額 

（円） 
施 行 日 

議 長 660,000 令和3年１月1日 627,000 令和2年7月1日 

副議長 610,000 579,000 

議 員 570,000 541,500 

市 長 1,000,000 令和3年１月1日 900,000 令和3年1月1日 

副市長 830,000 747,000 

教育長 730,000 657,000 

  

議員期末手当（令和8年4月１日現在） 

６月支給分 230／100  12月支給分  230／100  

 加算率 20／100 

 

 ９．費用弁償等                                                                                            

                                                    

１．会議出席費用弁償  支給していない 

２．政務活動費      １人当たり月額  50,000円（平成30年4月1日から） 

                    １人会派も支給対象 

３．宿泊料等      宿泊料 現に支払った宿泊費(食事料金を含まない) 

宿泊した地域に応じて1夜ごとに上限額の定め有り 
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            日 当  支給していない 

４．行政視察      常任委員会が１泊２日で実施している 

            常任委員会（予算及び決算委員会除く）   40,000円 

  ※議会運営委員会及び広報委員会は実施していない 

            

 １０．議会事務局                                                                                                     

   

１．機構と職員数    条例定数８人   

現員数６人 

 

      

主幹兼議事 

グループ長 

  
主 査 

議会事務局長 
  

議会総務課長 
  

課長補佐 
  

 

   

総務・調査 

グループ長   

    
 

   

２．議会棟 

モニター室      傍聴席 傍聴入口 
 

  議   場 
 

  

 

 

 

応接室 

委員会室 
  

議会 

会議室 

議員 

休憩室  

会派控室        
     

 

  
 

                       

                       

                       

  
  

  
全員協議会室 

  

議会図書室   
  

議会事務局 
      

階段（１階へ）→     

      
２階エレベータへ→ 

 
  

 
          議会ラウンジ   

正副議長室 

  

  湯沸室 
  

    

トイレ 

  
    

機械室 
     

     

正副議長 

応接室 

 
 会派 

控室 

 

会派 

控室 

会派 

控室  
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３．議会費  

                                              （令和８年度当初予算） 

 事業別区分（千円）      支出内訳  予算額（千円） 

 

議会事務局人件費  

６０，２２６ 

 

□給料 

□職員手当等 

□共済費 

 

２８，１３７ 

２２，２１１ 

９，８７８ 

 

市議会議員人件費 

２０６，１４３ 

 

□報酬 

 議員報酬 

□期末手当 

 議員期末手当 

□共済費 

 

１２３，６１６ 

１２３，６１６ 

５５，１５１ 

５５，１５１ 

２７，３７６ 

 

市議会運営事業 

２７，９３２ 

 

□報償費 

 講師謝礼 

□ 旅費 

議員旅費 

 職員旅費 

□交際費 

交際費 

□ 需用費 

消耗品費 

 印刷製本費 

□役務費 

 通信運搬費 

手数料 

クラウドサービス利用料 

□ 委託料 

機器設備保守点検業務委託料 

電算処理業務委託料 

市議会だより配送委託料 

声の市議会だより委託料 

本会議録作成等業務委託料 

□ 使用料及び賃借料 

 車両借上料 

 通行料 

 施設使用料 

□負担金、補助及び交付金 

 市議会議長会負担金 

政務活動費交付金  

 全国市議会議長会研究フォーラム負担金  

 全国都市問題会議負担金 

 職員研修負担金 

 

７０ 

７０ 

１，４８５ 

９９３ 

４９２ 

１８０ 

１８０ 

５，０９２ 

３９８ 

４，６９４ 

４，２４１ 

７８ 

１，１４４ 

３，０１９ 

５，４６０ 

２０３ 

５２６ 

１，５０８ 

５０ 

３，１７３ 

３２ 

７ 

２０ 

５ 

１１，３７２ 

５９３ 

１０，７００ 

１８ 

２６ 

３５ 



 

 

 


